
令和７年第３回定例会 

一般会計予算決算常任委員会資料 

（令和６年度一般会計決算審査資料） 



No. 重点 事　　業　　名
決算額
（千円）

款 項 目 担当課

1 移住就業・創業支援事業 5,200 2 1 9 148 ～ 153 シティセールス課 1 ～ 5

2 ③
スマイル

ハロウィンイベント実施事業 4,988 2 1 10 152 ～ 155 シティセールス課 6 ～ 11

3 ③ 地域おこし協力隊募集・受入事業 1,079 2 1 10 152 ～ 155 シティセールス課 12 ～ 14

4 現地型ふるさと納税導入事業 772 2 1 10 152 ～ 155 シティセールス課 15 ～ 16

5 ③ きらら交流館再整備事業 45,825 2 1 32 184 ～ 185 シティセールス課 17 ～ 19

6 デジタル 電子入札導入事業 4,811 2 1 18 164 ～ 165 監理室 20 ～ 22

7 ① 市民活動センター推進事業 68,606 2 1 21 166 ～ 167 市民活動推進課 23 ～ 30

8 ①
スマイル

地域運営組織推進事業 17,288 2 1 22 166 ～ 169 市民活動推進課 31 ～ 35

9 ① 集落支援員設置事業 19,968 2 1 23 168 ～ 173 市民活動推進課 36 ～ 37

10 スマイル 中学生の文化・スポ―ツ活動体制整備推進事業 104 2 1 28 178 ～ 181 文化スポーツ推進課 38 ～ 41

11 ③ 市民体育館整備事業 24,145 2 1 29 180 ～ 183 文化スポーツ推進課 42 ～ 45

No. 重点 事　　業　　名
決算額
（千円）

款 項 目 担当課

12 ③ 空き家リソース活用事業 114 2 1 13 158 ～ 161 生活安全課 46 ～ 47

13 福祉センター管理運営事業 15,520 3 1 6 214 ～ 215 社会福祉課 48 ～ 48

14 ② 入学祝金給付事業 49,547 3 2 1 220 ～ 225 子育て支援課 49 ～ 49

15 ② 子ども医療費助成事業 145,413 3 2 2 224 ～ 229 子育て支援課 50 ～ 50

16 ② 小野田地区公立保育所整備事業 576,695 3 2 4 228 ～ 235 子育て支援課 51 ～ 56

17 ① 児童福祉施設等災害対策事業 17,686 3 2 4 228 ～ 235 子育て支援課 57 ～ 59

18 児童クラブ室整備事業 7,509 3 2 6 234 ～ 237 子育て支援課 60 ～ 62

19 ② 子育て応援ギフト事業 14,511 3 2 9 238 ～ 241 子育て支援課 63 ～ 63

20 ②
スマイル

伴走型相談支援事業 3,532 3 2 9 238 ～ 241 子育て支援課 64 ～ 64

21 ② 出産応援ギフト事業 15,153 3 2 9 238 ～ 241 子育て支援課 65 ～ 65

22 ②
スマイル

新生児聴覚検査費助成事業 1,529 4 1 1 244 ～ 249 子育て支援課 66 ～ 66

23 スマイル 成人健康診査事業（がん検診） 69,999 4 1 2 248 ～ 251 健康増進課 67 ～ 69

24 一般廃棄物処理基本計画改定事業 4,662 4 2 1 258 ～ 261 環境課 70 ～ 71

25 一般廃棄物（ごみ）収集運搬業務委託事業 70,657 4 2 2 260 ～ 263 環境課 72 ～ 73

令和６年度一般会計（総務文教分科会）決算審査対象事業

決算書
ページ

資料
ページ

令和６年度一般会計（民生福祉分科会）決算審査対象事業

決算書
ページ

資料
ページ



No. 重点 事　　業　　名
決算額
（千円）

款 項 目 担当課

26 浄化槽整備推進事業 36,384 4 1 3 250 ～ 253 下水道課 74 ～ 75

27 地域計画策定推進緊急対策事業 499 6 1 3 270 ～ 275 農林水産課 76 ～ 89

28 有害鳥獣捕獲事業 1,117 6 2 2 278 ～ 281 農林水産課 90 ～ 91

29 有害鳥獣捕獲奨励事業 1,722 6 2 2 278 ～ 281 農林水産課 92 ～ 93

30 有害鳥獣対策協議会支援事業 145 6 2 2 278 ～ 281 農林水産課 94 ～ 95

31 有害鳥獣防護柵等設置事業 1,407 6 2 2 278 ～ 281 農林水産課 96 ～ 97

32 鉱害復旧事業 1,096 11 1 1 360 ～ 361 農林水産課 98 ～ 98

33 デジタル 高泊地区デマンド型交通運営事業 5,928 7 1 1 284 ～ 289 商工労働課 99 ～ 100

34 商店街等活性化事業 4,486 7 1 2 288 ～ 291 商工労働課 101 ～ 102

35 デジタル
AIによる橋梁インフラ点検・診断システム
導入事業

236 8 2 3 298 ～ 301 土木課 103 ～ 106

36 スマイル スマイルエイジングパーク事業 30,887 8 5 2 308 ～ 313 都市計画課 107 ～ 108

37 市営住宅改修事業 70,499 8 6 1 314 ～ 317 建築住宅課 109 ～ 112

38 市営住宅建替整備事業 38,308 8 6 2 318 ～ 319 建築住宅課 113 ～ 119

令和６年度一般会計（産業建設分科会）決算審査対象事業

決算書
ページ

資料
ページ
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移住就業・創業支援事業 

①山陽小野田市東京圏移住支援事業支援金 

１．概要 

本事業は、国において、東京一極集中の是正を図り、ＵＪＩターンを促進するとともに、人

手不足に直面する地域の企業の人材確保を図るため、東京圏からＵＪＩターンして起業・就業

する方に支援金を支給する事業として、平成 31年度からスタートした。 

令和３年度から支給対象要件を拡充し、テレワークに関わる方等が本事業を活用できるよう

制度を拡充させた。 

令和４年度から支給対象要件を拡充し、18歳未満を帯同して移住する場合は、18歳未満の方

１人につき最大 30万円を加算して交付するよう制度を拡充させた。 

令和５年度から支給対象要件を拡充し、18歳未満を帯同して移住する場合は、18歳未満の方

１人につき最大 100万円を加算して交付するよう制度を拡充させた。 

令和 7年度から移住先の要件として関係人口（農林水産業従事・家業継承等）が追加された。 

 

２．支援金 

東京圏への一極集中の是正及び地方の中小企業等における人手不足の解消を目的とする。東

京圏から県内に移住し、就業又は創業した方に対し、「移住支援金」を支給する。 

移住支援金の種類 支援金の額 

移住支援金 
最大 100万円（2人以上の世帯）、単身の場合は 60万円 ※ 

18歳未満の方 1人につき最大 100万円を加算 

※申請先は市。上記金額（国 1/2、県 1/4、市 1/4）が交付される。 

 

３．対象者の要件（東京 23区在住者・通勤者対象） 

 移住元の要件 

（①～③のいずれも） 
移住先の主な要件 

 

東京23区に在住又は通勤 

直近10年間で通算５年以上、東京23

区に在住又は通勤していること。た

だし、直近１年以上は、東京23区に

在住又は通勤していることが必要。 

① 山口県のマッチングサイト掲載企業への就業 

② 地方創生起業支援事業の対象 

③ テレワークによる業務継続 

本人の意思により地方へ移住し、引き続き業務をテ

レワークで実施する場合 

④ 関係人口要件への就業 

４．本市における移住支援金支給実績 

H31 0件 

R2  0件 

R3 0件 

R4  1件  60 万円（内訳：就業単身 60 万円） 

R5  3件 310 万円（内訳：①就業世帯 100 万円＋子加算 3 人 90 万円、②創業単身 60 万円、③テレ

ワーク単身 60 万円） 

R6 2件 400 万円（内訳：①テレワーク世帯 100 万円＋子加算 2 人 200 万円、②テレワーク世帯 100

万円） 
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②山陽小野田市大都市圏移住支援事業支援金（R5はテレワーク移住支援金） 

１．概要 

令和５年度に山口県独自に、テレワークに限り、移住元要件を愛知県、京都府、大阪府、兵

庫県に拡充した「やまぐち創生テレワーク移住補助金」を創設し、本市も同制度を導入した。 

令和 6 年度からは山口県がテレワーク以外の就業、創業も対象とし、移住元要件に広島県及

び福岡県を加えたことから、本市も同制度を導入し、大都市圏移住支援事業支援金に名称を変

更した。 

２．支援金 

移住支援金の種類 支援金の額 

移住支援金 
最大 50万円（2人以上の世帯）、単身の場合は 30万円 

18歳未満の方 1人につき最大 50万円を加算 （県 1/2、市 1/2） 

 

３．対象者の要件 

 移住元の要件 移住先の主な要件 

 

直近10年間で通算５年以上、東京圏・愛知県・京

都府・大阪府・兵庫県・広島県・福岡県に在住し

ていること。ただし、直近１年以上は、東京圏・

愛知県・京都府・大阪府・兵庫県・広島県・福岡

県に在住していることが必要。 

※広島県及び福岡県は令和６年10月15日から対

象 

① 山口県のマッチングサイト掲載

企業への就業 

② 地方創生起業支援事業の対象 

③ テレワークによる業務継続 

本人の意思により地方へ移住し、引き

続き業務をテレワークで実施する場

合 

 

４．本市における大都市圏移住支援金支給実績（R5はテレワーク移住支援金） 

R5   0 件 

R6  2件（内訳：①テレワーク世帯 50万円、②テレワーク世帯 50万円） 
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③山陽小野田市 IT 人材移住支援金 

１．概要 

IT関連の人材は、高度な専門知識や技術を持ち、地域課題解決に貢献できる可能性が高い。ま

た、IT関連の人材は、テレワークや個人事業主など、働き方の多様性があり、地域に根ざした暮

らしを実現しやすい。本市の隣市には山口宇部空港があり、東京圏からの交通アクセスも良好で、

テレワーク環境に適している。本事業は、地域の産業振興や移住定住の促進、市民の雇用機会の

拡大を図るために有益である。 

東京 23区在住または東京圏から 23区に通勤する IT業界の方で、要件を満たす方に、移転費用

や設備投資等の負担軽減に役立てることを目的に、IT人材移住支援金を交付する。 

 

２．支援金 

移住支援金の種類 支援金の額 

IT人材移住支援金 １世帯 20万円交付する。 

 

３．対象者の要件（東京 23区在住者・通勤者対象） 

 移住元の要件 移住先の主な要件 

 

山陽小野田市東京圏移住支

援事業支援金の要件と同じ 

移住後におけるIT関連業務の継続 

本人の意思により地方へ移住し、引き続き業務をテレワ

ークで実施、または個⼈事業主として主たる事務所を本

市に設けて⾏う事業等 

４．IT人材支援金支給実績 

R6  1件 
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④山陽小野田市地方就職学生支援金 

１．概要 

令和 6 年度に創設された若者の地方移住に対する支援を強化するため、卒業時に地方へＵＪ

Ｉターンすることを促進するとともに自治体による高等教育費の負担軽減に向けた支援を促し

つつ、大学卒業後に地方に移住・就職する学生を対象に支援金を支給するもの 

今年度、対象者に大学院生、支援金に移転費の支給が拡充された。 

 

２．支援金 

 

移住支援金の種類 支援金の額 

地方就職学生支援金 山口県にある企業の採用面接に要した交通費（上限 2万円） 

※申請先は市。上記金額（国 1/2、県 1/4、市 1/4）が交付される。 

 

３．対象者の要件 

 対象者の要件 

 

大学卒業年度に東京に本部のある大学の東京圏

にあるキャンパスに在学 

 

４．本市における地方就職学生支援金支給実績 

R6 0件 
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R6年度　事務事業評価シート

2 11 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

3

2 市民活動団体等登録団体数 成果

80団体 90団体

90.00%

72団体

設置

活動指標又は成果指標 R4 R5 R6 R7

1 市民活動センター設置 活動 設置

100.00%

0.75人 4,433千円

総経費 287千円 22,895千円

人工数 人件費 0.05人 287千円 0.50人 2,913千円

500千円

地方債

19,982千円 68,606千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

4

通信運搬費

支出内訳

68,129千円

通信運搬費 19千円

指定管理料債務負担行為設定

19,982千円 68,606千円

市民活動団体を支援する拠点を整備すること
により、団体の育成、活動支援等を強化する。

地域の課題が多様化・複雑化する中で、市民
が主体的に地域課題解決に向けて取り組み、
持続可能な地域社会の実現を目指す。

事業期間 R6 R10以降 予算種別 新規

LABV事業による新施設（Aスクエア）に、市民が主体的に地域課題解決に取
り組む市民活動の支援を目的とした山陽小野田市民活動センターを設置し
た。
名称：山陽小野田市民活動センター
位置：山陽小野田市中央二丁目３番１号（LABV事業による新施設（Aスクエ
ア）内）
施設内容：交流ホール、会議室（１～５）、作業スペース、ロッカー等
共用開始日：令和6年4月1日
施設管理・運営：指定管理者（アクティオ株式会社）

事
業
概
要

臨時 会計種別 一般

R4（決算額) R5（決算額) R6（決算額) R7（予算額)

庁用器具費

3,476千円

市民活動支援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 市民活動センター推進事業 １－（１）

68,129千円

一般財源 9,982千円 68,106千円 68,129千円

その他 企業版ふるさと納税 10,000千円 企業版ふるさと納税

R8年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

市民活動センターが、多様な主体とつながる場を構築できる拠点として機能するよう、指定管理者と丁寧なコミュ
ニケーションを取りながら、センター運用がより効果的に実施できるよう取り組めた。その結果、市民活動団体の登
録数が大幅（年間で+３３団体）に増加した。

市民活動の促進を市内全域の取組へと拡大するため、「多様な主体が主体的にまちづくりを推進していく体制」
及び「団体同士のつながり強化・活動を補完しあう体制」の基盤づくりを進める。また、Ｒ8年度に向けて、市施設
の利便性を高める仕組みを検討する。

目標達成度
成果

B

R8年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

備品購入費 建物借上料 29,051千円 建物借上料

【R5.9月補正】 指定管理者委託料

584千円 消耗品費 50千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 地域づくりの推進 市民活動の支援

開設準備委託料

市民活動推進課 事務事業番号 211020402

事業区分

政策的

スマイルエイジング

消耗品費 13千円 庁用器具費 50千円

38,958千円 指定管理者委託料 38,958千円

29,052千円

16,506千円

市民、市民活動団体等

重点プロジェクト

【R5.12月補正】

庁用器具費

73,039千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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LABV

1,378

A 300

A

31.2
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地
域
運
営
組
織
推
進
事
業

令
和
６
年
度
決
算
額
：

1
7
,2

8
8
千
円

令
和
６
年
度
は
、
地
域
交
流
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
の
も
と
、
各
地
区
で
の
話
し
合
い
が
進
み
、
組
織
の
規
約
や
体
制
が
整
え
ら
れ
、
地
区
の
将
来
ビ
ジ
ョン
で

あ
る
地
域
づ
く
り
計
画
を
策
定
の
も
と
、
９
月
末
に
市
内
全
１
１
地
区
に
地
区
運
営
協
議
会
が
設
立
さ
れ
た
。
設
立
後
は
、
各
協
議
会
に
対
し
地
域
づ
くり
交
付
金
を
交

付
し
、
各
地
区
で
計
画
さ
れ
た
事
業
の
実
施
が
始
ま
る
と
と
も
に
、
令
和

7
年
度
に
向
け
た
事
業
計
画
の
策
定
、
ま
た
、
既
存
組
織
か
ら
の
本
格
的
な
改
編
・移

行
に
向
け

た
組
織
体
制
の
見
直
し
等
が
住
民
の
話
し
合
い
の
も
と
に
進
め
ら
た
。
昨
年
度
に
引
き
続
き
、
地
域
づ
くり
政
策
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
招
聘
し
、
組
織
の
設
立
に
向
け
た
各
地

区
へ
の
個
別
の
支
援
、
ま
た
、
設
立
後
の
協
議
会
の
運
営
や
令
和

7
年
度
に
向
け
た
計
画
づ
くり
の
サ
ポ
ー
ト
を
実
施
し
た
。

地
区
名

協
議
会
名
称

 /
（
）
は
愛
称

設
立
総
会

本
山

本
山
地
区
運
営
協
議
会

（本
山
地
区
を
愛
す
る
会
）

R
6
.9

.2
9

赤
崎

赤
崎
地
区
運
営
協
議
会

R
6
.9

.2
1

須
恵

須
恵
地
区
運
営
協
議
会

（須
恵
地
域
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
）

R
6
.9

.2
2

小
野
田

小
野
田
地
区
運
営
協
議
会

R
6
.9

.2
8

高
泊

高
泊
地
区
運
営
協
議
会

R
6
.9

.2
0

高
千
帆

高
千
帆
地
区
運
営
協
議
会

（高
千
帆
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
）

R
6
.9

.2
4

有
帆

有
帆
地
区
運
営
協
議
会

R
6
.9

.2
6

厚
狭

厚
狭
地
区
運
営
協
議
会

R
6
.9

.2
4

出
合

出
合
地
区
運
営
協
議
会

R
6
.9

.2
6

厚
陽

厚
陽
地
区
運
営
協
議
会

R
6
.9

.2
0

埴
生

埴
生
地
区
運
営
協
議
会

R
6
.9

.1
9

計
画
策
定
に
向
け
た

W
S
の
様
子

（
R

6
.6

.2
9
厚
狭
）

地
域
づ
く
り
計
画
（
本
山
）
【抜

粋
】

協
議
会
設
立
総
会
に
お
け
る
役
員
挨
拶

(R
6
.9

.2
6
 有
帆

)

計
画
策
定
に
向
け
た

W
S
の
様
子

（
R

6
.4

.2
6
出
合
）
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地
域
運
営
組
織
推
進
事
業

令
和
６
年
度
決
算
額
：

1
7
,2

8
8
千
円

地
域
づ
くり
交
付
金
交
付
事
業

地
区
運
営
協
議
会
の
設
立
さ
れ
た
地
区
に
対
し
、
地
域
課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
や
地
域
の
特
色
を
活
か
し
た
地
域
づ
く
り
の
た
め
の
活
動
に
対
す
る
財
政
支
援
と

し
て
交
付
を
行
っ
た
。
従
来
の
市
か
ら
地
区
に
対
し
て
交
付
し
て
い
る
補
助
金
を
可
能
な
範
囲
で
一
本
化
し
、
協
議
会
に
対
し
て
一
括
交
付
す
る
こ
と
で
、
地
区
が
自
ら

の
裁
量
で
各
事
業
へ
の
配
分
や
使
途
の
決
定
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
地
域
の
ニ
ー
ズ
や
状
況
に
合
わ
せ
た
取
組
へ
と
つ
な
が
っ
て
い
る
。

【
地
域
づ
く
り
交
付
金
（
一
括
交
付
金
）
：

1
0
,3

5
1
千
円
】

協
議
会
名
称

 /
（
）
は
愛
称

交
付
額

実
施
事
業
数

本
山
地
区
運
営
協
議
会

（
本
山
地
区
を
愛
す
る
会
）

9
0
4
,8

0
0

2
3

赤
崎
地
区
運
営
協
議
会

1
,0

2
1
,5

6
0

1
2

須
恵
地
区
運
営
協
議
会

（
須
恵
地
域
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
）

1
,1

8
9
,4

0
0

1
2

小
野
田
地
区
運
営
協
議
会

1
,0

2
6
,8

8
0

1
8

高
泊
地
区
運
営
協
議
会

7
4
7
,5

8
0

4

高
千
帆
地
区
運
営
協
議
会

（
高
千
帆
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
）

1
,2

7
1
,2

4
0

1
4

有
帆
地
区
運
営
協
議
会

7
8
6
,6

2
0

1
4

厚
狭
地
区
運
営
協
議
会

1
,1

3
1
,5

8
0

1
3

出
合
地
区
運
営
協
議
会

7
9
5
,0

0
0

９

厚
陽
地
区
運
営
協
議
会

6
6
5
,9

6
0

6

埴
生
地
区
運
営
協
議
会

8
0
9
,5

6
0
 

1
4

合
計

1
0

,3
5

0
,1

8
0

 
1

3
9

子
ど
も
子
育
て
支
援
事
業
（
本
山
お
も
ち
ゃ
図
書
館
）

本
山
（
子
ど
も
部
会
・
セ
ン
タ
ー
振
興
部
会
）

担
い
手
継
承
・
育
成
事
業
（
漁
業
体
験
）

埴
生
（
ワ
ク
ワ
ク
部
会
）

マ
ス
コ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
作
成
事
業
「お
の
っ
ち
」

小
野
田
（
広
報
部
会
）
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地
域
運
営
組
織
推
進
事
業

地
域
づ
く
り
交
付
金
交
付
事
業

協
創
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
に
、
地
区
運
営

協
議
会
が
新
た
に
実
施
す
る
事
業
で
、
特
に
地
域
づ
くり
計

画
の
実
現
が
で
き
、
又
は
地
域
課
題
の
解
決
を
図
る
こ
と
が

期
待
さ
れ
る
取
組
に
対
し
、
地
域
づ
くり
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

費
の
交
付
を
行
っ
た
。

取
組
の
内
容
は
、

①
人
口
減
少
及
び
少
子
高
齢
化
対
策
の
取
組

②
地
域
資
源
活
用
の
取
組

③
広
域
交
流
の
取
組

④
移
住
・定

住
促
進
の
取
組

⑤
そ
の
他
、
地
域
課
題
の
解
決
が
図
ら
れ
る
と
認
め
ら
れ
る

取
組 と
し
、
令
和
６
年
度
は
、
８
地
区
１
４
事
業
に
対
し
て

交
付
を
行
っ
た
。

【
地
域
づ
く
り
交
付
金
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
費
）
：

4
,0

6
8
千
円
】

地
区

事
業
名

実
施
額

事
業
概
要

本
山

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
事
業

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
）

3
0
0
,0

0
0
 ・地

域
情
報
の
収
集
と
内
外
へ
の
発
信
、
デ
ジ
タ
ル
回
覧
板
の
推
進

特
産
品
開
発
事
業

3
0
0
,0

0
0
 ・特

産
品
の
開
発
に
よ
る
地
域
の
に
ぎ
わ
い
と
生
き
が
い
の
創
出

赤
崎

イ
ベ
ン
ト
用
品
貸
出
事
業

3
0
0
,0

0
0
 ・地

域
交
流
イ
ベ
ン
ト
の
実
施
及
び
イ
ベ
ン
ト
用
備
品
の
貸
出

冬
休
み
地
域
活
性
化
事
業

3
0
0
,0

0
0
 ・冬

休
み
期
間
中
の
交
流
事
業
の
実
施

須
恵

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
事
業

3
0
0
,0

0
0
 ・防

災
・
研
修
・
地
域
行
事
等
、
各
種
情
報
の
発
信

交
流
セ
ン
タ
ー
カ
フ
ェ
化
事
業

3
0
0
,0

0
0
 ・憩

い
の
場
の
提
供
に
よ
る
、
住
民
の
交
流
、
居
場
所
づ
く
り
、
担
い
手
発
掘
の

促
進

小
野
田

地
域
情
報
発
信
事
業

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
）

3
0
0
,0

0
0
 ・小

野
田
地
区
の
地
域
づ
く
り
に
関
す
る
情
報
発
信

登
下
校
見
守
り
事
業

3
0
0
,0

0
0
 ・児

童
生
徒
の
登
下
校
見
守
り
の
活
動
の
充
実

高
泊

小
さ
な
音
楽
会
事
業

2
4
2
,9

7
5
 ・子

ど
も
か
ら
高
齢
者
が
集
ま
る
音
楽
を
通
じ
た
交
流
会
の
実
施

地
域
情
報
発
信
事
業

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
）

3
0
0
,0

0
0
 ・地

区
の
活
動
や
各
行
事
等
の
地
域
づ
く
り
の
活
動
の
情
報
発
信

高
千
帆

地
域
情
報
発
信
事
業

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
）

3
0
0
,0

0
0
 ・地

域
行
事
の
情
報
発
信

厚
狭

デ
ジ
タ
ル
未
来
計
画

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

2
2
5
,0

1
3
 ・協

議
会
事
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
、
協
議
会
部
会
員
へ
の
パ
ソ
コ
ン
の
不
得
手
な

方
へ
の
操
作
研
修
の
実
施

埴
生

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
事
業

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
）

3
0
0
,0

0
0
 ・埴

生
地
区
の
情
報
の
集
約
と
埴
生
地
区
の
ま
ち
づ
く
り
の
周
知

環
境
美
化
推
進
事
業

3
0
0
,0

0
0
 ・埴

生
地
区
の
定
期
的
な
環
境
美
化
活
動
と
高
齢
者
の
草
刈
り
支
援

８
地
区

1
4
事
業

4
,0

6
7
,9

8
8
 

令
和
６
年
度
決
算
額
：

1
7
,2

8
8
千
円

特
産
品
開
発
事
業
（
本
山
：
果
樹
の
植
付
）
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地
域
運
営
組
織
推
進
事
業

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
設
置
事
業

＜
委
託
契
約
期
間
＞

令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
７
年
３
月
３
１
日
ま
で

※
令
和
７
年
度
も
継
続
し
て
契
約
中

■
地
域
づ
く
り
政
策
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

  
 N

P
O
法
人

 市
民
プ
ロ
デ
ュ
ー
ス
理
事
長

平
田

隆
之

氏

【
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
業
務
委
託
料
：

2
,8

5
2
千
円
】

＜
令
和
６
年
度
実
績
＞

＜
委
託
内
容
＞

職
員
や
地
域
づ
くり
支
援
員
を
対
象
と
し
た
研
修
会
・ワ
ー
ク
シ
ョッ
プ
の
開
催
、
セ
ン
タ
ー
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
セ
ン
タ
ー
個
別
支
援
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
事
業
審
査
基
準
策
定
支
援
、
中
間
支
援
機
能
の
強
化
、
行
政
支
援

な
ど
の
ト
ー
タ
ル
サ
ポ
ー
ト

山
口
ゆ
め
花
博
（

2
0
1
8
）
な
ど
を
は
じ
め
、
様
々
な
イ
ベ
ン
ト
で
多
様
な
セ
ク
タ
ー
を
つ
な
ぐ
協
働
の
架
け
橋
の
役
割
を
果
た
し

て
き
た
。
中
山
間
地
域
の
地
域
運
営
組
織
に
対
す
る
組
織
・計

画
づ
くり
の
支
援
、
支
援
者
向
け
の
研
修
等
も
行
う
。
市
民
の
自

主
的
、
主
体
的
な
活
動
の
支
援
、
対
話
に
よ
る
協
働
の
推
進
、
実
現
を
柱
と
し
て
活
動
中
。

山
口
市
総
合
計
画
市
民
ワ
ー
ク
シ
ョッ
プ
運
営
（

2
0
1
6
）
、
山
口
県
中
山
間
地
域
支
援
事
務
局
（

2
0
1
9
～
）
、
長
門

市
協
働
政
策
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
（

2
0
2
0
～

2
0
2
2
）
、
山
口
県
キ
ラ
リ
!と
輝
く
県
民
活
動
イ
ベ
ン
ト
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
（

2
0
2
3
）
ほ
か

地
域
交
流
セ
ン
タ
ー

職
員
向
け
研
修
会

・
困
り
ご
と
の
共
有
：
設
立
総
会
の
イ
メ
ー
ジ
と
事
業
づ
く
り

・
地
域
づ
く
り
支
援
員
の
役
割
に
つ
い
て

・
広
報
・
チ
ラ
シ
講
座

7
/1

8
8
/2

7
1
2
/1

7

各
地
区
へ
の
個
別
支
援

・
セ
ン
タ
ー
ヒ
ア
リ
ン
グ

・
セ
ン
タ
ー
個
別
支
援

※
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催
方
法
に
つ
い
て

※
今
後
の
進
め
方
、
検
討
会
の
方
法

※
設
立
ま
で
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
・
や
る
べ
き
事
と
や
り
た
い
事

※
規
約
案
、
若
い
世
代
の
か
か
わ
り
方

ほ
か

・
ヒ
ア
リ
ン
グ
前
事
前
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施

・
セ
ン
タ
ー
ヒ
ア
リ
ン
グ

4
/2

2
～

4
/3

0
1
1
地
区

5
月
～

8
月

1
2
月

1
/7
～

1
/9
、
3
/1

8
1
1
地
区

行
政
向
け
個
別
相
談

検
討
会
の
運
営
、
協
議
会
の
運
営
サ
ポ
ー
ト
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
設
計
サ
ポ
ー
ト
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
審
査
員
向
け
事
前

説
明
会

随
時

（
職
員
打
合
せ
：

1
6
回
）

（
電
話
・
メ
ー
ル
：
月

2
2
回
程
度
）

令
和
６
年
度
決
算
額
：

1
7
,2

8
8
千
円

各
セ
ン
タ
ー
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
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集
落
支
援
員
設
置
事
業

令
和
６
年
度
決
算
額
：
1
9
,9
6
8
千
円

令
和
5
年
度
よ
り
、
地
域
運
営
組
織
の
形
成
に
向
け
た
取
組
を
後
押
し
す
る
人
的
支
援
と
し
て
、
各
地
区
に
１
名
ず
つ
地
域
づ
くり
支
援
員
（
集
落
支
援
員
制
度
を

活
用
）
の
配
置
を
進
め
て
お
り
、
令
和
6
年
度
は
、
引
き
続
き
地
域
に
よ
る
推
薦
の
も
と
、
地
域
の
実
情
に
詳
し
く、
取
組
に
意
欲
あ
る
人
材
を
市
内
1
1
地
区
中
1
0
地
区

に
配
置
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

令
和
6
年
9
月
末
の
地
区
運
営
協
議
会
設
立
ま
で
は
、
主
に
地
域
運
営
組
織
形
成
検
討
会
の
運
営
支
援
の
ほ
か
、
地
区
の
現
状
や
課
題
の
整
理
、
地
域
づ
くり
計

画
の
策
定
支
援
等
を
地
域
交
流
セ
ン
タ
ー
長
と
と
も
に
行
っ
た
。
組
織
設
立
後
は
、
各
部
会
等
関
係
者
と
の
協
議
や
事
業
実
施
と
進
捗
管
理
、
情
報
発
信
・
広
報
活
動

等
、
組
織
運
営
の
サ
ポ
ー
ト
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

配
置
状
況

（
R
7
.3
月
時
点
）

主
な
業
務

＜
決
算
額
＞

本
山

赤
崎

須
恵

小
野
田

高
泊

高
千
帆

有
帆

厚
狭

出
合

厚
陽

埴
生

人
選
中

R
6
.6
～

R
6
.4
～

R
7
.3

R
5
.7
～

R
6
.2
～

R
6
.9
～

R
5
.8
～

R
7
.3

R
6
.1
1
～

R
5
.1
0
～

R
5
.8
～

R
5
.8
～

事
業

名
予

算
科

目
決
算
額
（
千
円
）

備
考

集
落
支
援
員
設
置
事
業

報
酬

1
3
,0

8
4

支
援
員
報
酬

職
員
手
当

4
,4

8
2
 

期
末
勤
勉
手
当

共
済
組
合
負
担
金

2
,1

3
6
 

社
会
保
険
料

費
用
弁
償

1
2
3
 

通
勤
手
当

普
通
旅
費

3
 

旅
費

消
耗
品
費

8
4
 

備
品
購
入
費

6
6
 

合
計

1
9
,9

6
8
 

・地
区
運
営
協
議
会
の
事
務
局
機
能

・地
域
づ
くり
計
画
の
進
捗
状
況
の
把
握
と
調
整

・地
区
運
営
協
議
会
の
話
し
合
い
の
場
や
地
域
の
課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
の
運
営
支
援

・地
域
住
民
や
関
係
機
関
、
行
政
と
の
連
絡
調
整
、
情
報
発
信
（
中
間
支
援
業
務
）

・他
の
地
区
と
の
情
報
交
換
、
連
絡
調
整

ほ
か

（
R
7
.4
月
以
降
）

（
R
7
.7
～
）

（
R
7
.8
～
）

地
域
づ
く
り
支
援
員
会
議

（
研
修
：
地
域
づ
く
り
支
援
員
の
役
割
に
つ
い
て
）

W
S
を
進
め
る
支
援
員
（
出
合
）
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R6年度　事務事業評価シート

2 10 4

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

1,947千円

23.33%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

生活安全課 空き家対策室 事務事業番号 210040201

事業区分

政策的

スマイルエイジング

地域コミュニティスペー 1,000千円

空家等の所有者等

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

ス促進事業補助金 ス促進事業補助金

地域コミュニティスペー

114千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 防犯・交通安全・空家等・消費者保護対策の推進 空家等対策の推進

R8年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 令和７年度は「空家等活用推進事業」に統合

空き家バンクの利用者増加に伴い、成約数も増加しており空き家減少に繋がっている。
空き家プラットフォーム開設後、利用者が多く空き家問題の解決の一助になっている。

空家等活用促進区域の設定後、空き家等の誘導用途への要請及びあっせんの方法等について検討が必要。

目標達成度
成果

A

R8年度に向けた方向性

現状維持

1,000千円

一般財源 58千円 500千円

その他

臨時 会計種別 一般

R4（決算額) R5（決算額) R6（決算額) R7（予算額)

通信運搬費

空家等利活用事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 空き家リソース活用事業 ３－（１）

空家等の活用についての意向調査を実施す
る。

空き家の流通を促進させ、空家等を減少させ
る。

事業期間 R6 R10以降 予算種別 新規

令和4年度に実施した空家等実態調査の結果、活用可能なA･Bランクに判定
された空家等の所有者に対して意向調査を行い、空き家の有効活用に向け
た取り組みとして、空家等の活用に課題を感じている所有者等に専門家団体
に相談できる『山陽小野田市空き家流通促進プラットフォーム』への申込みを
促す。また、空き家バンクへの登録を案内し、活用を促進させ空家等を減少
させる。加えて、空家等の有効活用として「地域コミュニティスペース促進事
業補助金」により、地域コミュニティ活動の拠点づくりに繋げていく。また、空
家等の活用を通じて地域における経済的社会的活動を促進するため、Aスク
エアを中心とするセメント町周辺地域を空家等活用促進区域に設定する。

事
業
概
要

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

2

支出内訳

1,000千円114千円

500千円

県支出金

国庫支出金 56千円 補助対象経費の1/2

地方債

補助対象経費の1/2

114千円

0.31人 1,833千円

総経費 2,539千円 2,155千円

人工数 人件費 0.50人 2,539千円 0.44人 2,155千円

30件 30件 30件

活動指標又は成果指標 R4 R5 R6 R7

1 空き家バンク登録件数 活動

50件

16件 18件 20件

53.33% 66.66%

10件 10件 10件 15件

80.00% 50.00% 90.00%

8件 5件 9件

3 空き家プラットフォーム取り扱い件数 成果

250.00%

20件10件

25件

2 空き家バンク成約件数 成果
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; 91%

; 9%

422

; 7%

; 7%

; 4%

; 16%

; 16%

; 

; 3%

382

; 55%

; 34%

; 11%

311

55%

; 37%

; 8%

; 23%

; 12%

; 7%

; 13%

; 0%

; 38%

; 39%

; 23%

176

38%

; 15%

; 12%

; 17%

; 56%

41

839
424 50.5

; 39%

; 2%
; 30%

; 24%

; 5%

184
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R6年度　事務事業評価シート

1 1 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

147,186千円

88.74%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

子育て支援課 子育て支援係 事務事業番号 201020403

事業区分

政策的

スマイルエイジング

145,413千円 子ども医療助成費 131,600千円

小学1年生から中学3年生までの児童

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

子ども医療助成費 67,591千円 子ども医療助成費 71,000千円 子ども医療助成費

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 子育ての不安と負担の軽減

R8年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

市内在住の小学１年生から中学３年生まで、保護者の所得によらず、医療費助成の対象とし、子育て支援の一助
となった。

目標達成度
成果

B

R8年度に向けた方向性

現状維持

131,600千円

一般財源 36,918千円 51,000千円

高額療養費、ふるさと支援基金繰入 41,000千円

112,673千円 90,600千円

その他 高額療養費、ふるさと支援基金繰入 30,673千円 高額療養費、ふるさと支援基金 20,000千円 高額療養費、ふるさと支援基金繰入

経常 会計種別 一般

R4（決算額) R5（決算額) R6（決算額) R7（予算額)

乳幼児・子ども医療費等助
成事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

3 子ども医療費助成事業 ２－（１）

対象者に受給者証を交付し、医療費自己負担
分を助成する

児童の保健の向上、子育て世代の経済的負
担の軽減

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続

子育て世代の経済的負担を軽減するため、小学校1年生から中学校3年生ま
での児童の保険適用医療費の自己負担分を助成する。令和5年8月1日から
所得制限を撤廃。

事
業
概
要

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

4

支出内訳

131,600千円67,591千円 71,000千円 145,413千円

県支出金

国庫支出金

32,740千円

地方債

67,591千円 71,000千円 145,413千円

0.30人 1,773千円

総経費 68,738千円 72,165千円

人工数 人件費 0.20人 1,147千円 0.20人 1,165千円

2,500人 4,700人 4,600人

活動指標又は成果指標 R4 R5 R6 R7

1 受給者数 活動

4,400人

2,453人 4,171人 4,048人

98.10% 88.00%

3

2
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R6年度　事務事業評価シート

1 1 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

3

2

減少 減少 減少

活動指標又は成果指標 R4 R5 R6 R7

1
待機児童数（厚生労働省基準）
3月末現在

成果

減少

減少 減少 減少

1.30人 7,685千円

総経費 8,955千円 28,890千円

人工数 人件費 0.60人 3,440千円 1.25人 7,282千円

1,000千円

地方債

5,515千円 21,608千円 576,695千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

手数料 494千円

支出内訳

487,197千円

手数料 59千円

【繰越】工事請負費（造成工事）

5,515千円 21,608千円 576,695千円

再編計画に基づき再編整備する

公立保育所の環境改善及び運営の効率化を
実現する

事業期間 R2 R9以降 予算種別 継続

公立保育所再編基本計画に基づき、公立保育所の再編整備を行う。
小野田地区の日の出保育園は、現在の120名と同じ規模で、購入した既存園
舎北側土地に建て替える。

事
業
概
要

臨時 会計種別 一般

R4（決算額) R5（決算額) R6（決算額) R7（予算額)

その他 23千円

家屋調査委託料

8,119千円

保育所等運営支援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

6 小野田地区公立保育所整備事業 ２－（１）

487,197千円

一般財源 3,415千円 10,908千円

500,400千円

75,295千円

80％ 10,700千円 50%、80%

50,097千円

その他 まちづくり魅力基金 2,100千円 企業版ふるさと納税

50%、80% 437,100千円

R8年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

令和６年度は、令和５年度から繰越をした造成工事を完了させ、事前家屋調査や迂回路整備工事も完了させ
た。なお、本格的な建設工事を令和９年１月までの３カ年で契約を締結し、工事に着手した。今後も、計画的に事
業を進め、小野田地区公立保育所の環境改善を図る。

目標達成度
成果

A

R8年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

設計委託料（基本設計） 2,100千円 実施設計業務委託（水路・造成） 3,594千円 実施設計業務委託 17,523千円 工事請負費（電気）

測量調査委託料 3,410千円 地質調査委託料 9,823千円 工事請負費（建築・機械）

12,727千円 外構実施設計 7,200千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 働く子育て家庭の支援

【繰越】設計委託料（基本設計）

子育て支援課 事務事業番号 201010106

事業区分

政策的

18,756千円 消耗品費 38千円

スマイルエイジング

工事請負費（迂回通路整備工事） 3,772千円 監理委託料 5,100千円

523,400千円 工事請負費（建築・機械） 413,900千円

60,900千円

17千円

55千円

公立保育所

重点プロジェクト

備品購入費

消耗品費 5千円 消耗品費

584,380千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R6年度　事務事業評価シート

4 24 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

2,294千円

75.00%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

農林水産課 農林係 事務事業番号 224020503

事業区分

政策的

スマイルエイジング

1,407千円 有害鳥獣防護柵 1,000千円

認定農業者及び認定新規就農者、集落営農
組織、農業者

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

等設置事業補助金 等設置事業補助金 等設置事業補助金 等設置事業補助金

有害鳥獣防護柵 243千円 有害鳥獣防護柵 689千円 有害鳥獣防護柵

小項目（基本事業）

産業・観光 農林水産業の推進 生産基盤の整備

R8年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

有害鳥獣による農作物被害を減少させるとともに農業者の防護柵等の設置費用に要する経費を支援した。

引き続き、農地の保全に努め、農業者の農業経営の維持安定を図る。

目標達成度
成果

A

R8年度に向けた方向性

現状維持

1,000千円

一般財源 243千円 689千円 1,407千円 1,000千円

その他

経常 会計種別 一般

R4（決算額) R5（決算額) R6（決算額) R7（予算額)

有害鳥獣対策事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

3 有害鳥獣防護柵等設置事業

有害鳥獣に係る防護柵（電気柵、ワイヤーメッ
シュ、トタン板）等を設置した補助対象者に対
して、資材購入費の２分の１を補助する。

農作物への被害を最小限に食い止め、農地
の保全に努める。

事業期間 R2以前 R10以降 予算種別 継続

山林の荒廃が進む中、有害鳥獣による農作物被害が増加し、それを防止・減
少させるための補助事業である。特に、イノシシの被害が多発しており、また
民家等にまで出没していることから早急な対応が必要であるため、集落等に
対して予算の範囲内で補助する。

事
業
概
要

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

5

支出内訳

1,000千円243千円 689千円 1,407千円

県支出金

国庫支出金

地方債

243千円 689千円 1,407千円

0.15人 887千円

総経費 816千円 1,854千円

人工数 人件費 0.10人 573千円 0.20人 1,165千円

20件 20件 20件

活動指標又は成果指標 R4 R5 R6 R7

1 補助件数 成果

20件

9件 15件 26件

45.00% 130.00%

3

2
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